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市民との共同で政治を動かし、願いを実現します
　昨年は、ＢＲＴ直接請求署名や戦争法廃止の運動など、かつてない規模で市民の自発的な運動が広がりました。日本共
産党議員団は、こうした市民のみなさんの運動と力をあわせて政治を動かし、願いを実現するために全力をつくします。

市が責任を果たすべき

■ 

市
長
は
市
民
の
声
に
耳
を
傾
け
よ

　

五
十
嵐
完
二
議
員
は
、
昨
年
の
12
月
議
会
で
Ｂ
Ｒ
Ｔ（
新
バ
ス
シ
ス

テ
ム
）
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。

　

市
が
設
け
た
「
Ｂ
Ｒ
Ｔ
改
善
目
安
箱
」
に
寄
せ
ら
れ
た
意
見
の
圧

倒
的
多
数
は
、路
線
・
乗
り
換
え
・
ダ
イ
ヤ
と
も
「
不
便
に
な
っ
た
」「
元

に
戻
し
て
ほ
し
い
」
と
い
う
も
の
で
す
。

　

五
十
嵐
完
二
議
員
は
、
小
手
先
の
「
改
善
」
で
は
、
こ
う
し
た
市

民
の
声
に
応
え
ら
れ
ず
、
最
大
の
改
善
は
元
に
戻
し
て
乗
り
換
え
を

な
く
す
こ
と
だ
と
市
長
に
迫
り
ま
し
た
。

　
■ 

住
民
投
票
は
税
金
の
使
い
方
が
問
わ
れ
て
い
る

　

五
十
嵐
完
二
議
員
は
、
篠
田
市
長
が
住
民
投
票
に
つ
い
て
「
バ
ス

を
常
に
利
用
さ
れ
る
方
が
３
％
弱
し
か
い
な
い
状
況
の
中
で
、
バ
ス

を
テ
ー
マ
に
し
た
住
民
投
票
と
い
う
の
は
い
か
が
な
も
の
か
」「
事
業

開
始
後
に
行
わ
れ
た
住
民
投
票
と
し
て
は
初
め
て
な
の
で
は
な
い
か
」

な
ど
と
否
定
的
な
発
言
を
繰
り
返
し
て
い
る
問
題
に
つ
い
て
た
だ
し

ま
し
た
。

　

市
民
は
Ｂ
Ｒ
Ｔ
に
よ
っ
て
乗
り
換
え
と
な
っ
た
こ
と
に
怒
っ
て
い

る
だ
け
で
な
く
、Ｂ
Ｒ
Ｔ
に
こ
れ
ま
で
に
13
億
円
を
使
い
、
今
後
さ
ら

に
57
億
円
も
つ
ぎ
込
も
う
と
し
て
い
る
こ
と
に
怒
り
を
倍
増
さ
せ
て

い
る
と
指
摘
。
こ
う
し
た
計
画
の
是
非
に
つ
い
て
、
住
民
投
票
に
よ
っ

て
市
民
の
声
を
聞
く
こ
と
は
当
然
で
は
な
い
か
と
追
及
し
ま
し
た
。

■ 

国
か
ら
の
支
援
金
は
14
億
９
千
万
円

　

野
本
孝
子
議
員
は
、
12
月
議
会
の
一
般
質
問
で
、
高
す
ぎ
る
国

保
料
の
引
き
下
げ
を
求
め
ま
し
た
。

　

国
は
、
今
年
度
か
ら
加
入
者
の
負
担
軽
減
を
目
的
に
、
市
町
村

国
保
へ
の
支
援
金
を
１
７
０
０
億
円
拡
充
し
ま
し
た
。
野
本
孝
子

議
員
の
質
問
で
、
今
年
度
の
新
潟
市
へ
の
支
援
金
は
14
億
９
千
万

円
に
の
ぼ
る
見
込
み
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

■ 

支
援
金
の
全
額
を
引
き
下
げ
に
使
う
べ
き

　

野
本
孝
子
議
員
は
、
国
保
料
が
高
く
加
入
者
の
負
担
は
限
界
に

達
し
て
い
る
と
し
て
、
国
か
ら
の
支
援
金
の
全
額
を
保
険
料
の
引

き
下
げ
に
使
え
ば
、
１
世
あ
た
り
１
万
円
の
引
き
下
げ
が
可
能
に

な
る
と
迫
り
ま
し
た
。

　

福
祉
部
長
は
、
来
年
度
か
ら
の
国
保
料
の
引
き
下
げ
に
つ
い
て

明
言
を
避
け
、「
国
の
支
援
金
を
そ
の
ま

ま
引
き
下
げ
に
充
て
る
と
、
後
々
の
国

保
の
収
支
が
ど
う
な
る
か
と
い
う
問
題

も
あ
る
」
と
の
答
弁
に
と
ど
ま
り
ま
し

た
。
引
き
下
げ
が
実
現
で
き
る
か
ど
う

か
は
、
市
民
の
運
動
と
世
論
に
か
か
っ

て
い
ま
す
。

　

日
本
共
産
党
議
員
団
は
、
こ
れ
ま
で
も
戦
争
法
案
の
廃

案
を
も
と
め
る
意
見
書
案
を
市
議
会
に
提
案
し
て
き
ま
し

た
が
、
昨
年
の
12
月
議
会
で
は
安
保
法
制
に
関
す
る
意
見

書
案
に
、
飯
塚
孝
子
議
員
が
賛
成
討
論
を
行
い
ま
し
た
。

　

飯
塚
孝
子
議
員
は
、
賛
成
討
論
の
中
で
、
戦
争
法
は
今

年
３
月
か
ら
施
行
さ
れ
る
が
、
真
っ

先
に
具
体
化
さ
れ
る
危
険
が
あ
る
の

が
、
南
ス
ー
ダ
ン
Ｐ
Ｋ
Ｏ
で
の
「
駆

け
つ
け
警
護
」
で
あ
り
、
日
本
の
自

衛
隊
が
戦
後
初
め
て
外
国
の
人
を
殺

し
、
戦
死
者
を
出
す
現
実
的
な
危
険

が
迫
っ
て
い
る
と
指
摘
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
戦
争
法
の
強
行
成
立
は
、
立

憲
主
義
の
破
壊
と
一
体
の
も
の
で
あ
り
、

憲
法
無
視
の
安
倍
政
権
の
暴
挙
に
対
し
、

著
名
な
憲
法
学
者
は
「
違
憲
の
法
律
を

憲
法
よ
り
も
上
位
に
置
く
、
政
府
に
よ
る
ク
ー
デ
タ
ー
」

「
憲
法
を
無
視
す
る
以
上
、
独
裁
政
治
が
始
ま
っ
た
」
と

厳
し
く
批
判
し
て
い
る
と
述
べ
ま
し
た
。

　

安
倍
政
権
は
、
安
保
法
制
が
「
国
民
の
命
と
わ
が
国

の
平
和
を
守
る
た
め
に

必
要
」
と
し
て
い
ま
す

が
、
真
の
目
的
は
、
米

軍
の
戦
争
に
本
格
的
に

参
戦
す
る
こ
と
で
あ

り
、
日
本
を
再
び
戦
争

で
き
る
国
に
す
る
こ
と

だ
と
指
摘
し
ま
し
た
。

五十嵐完二議員

野本孝子議員

渡辺有子議員

倉茂政樹議員

飯塚孝子議員

ＢＲＴで追及

　平あや子議員は 12 月議会で、日本共産党
議員団が提出した「ＴＰＰからの撤退・調印
中止を求める意見書」の提案理由説明を行い
ました。
　平あや子議員は、安倍政権が、コメ、牛・
豚肉、乳製品など重要５品目の大幅市場拡大
を受け入れたことは、明らかに政府公約と国
会決議に違反していると厳しく指摘。なかで
も特別枠まで設けたコメの輸入拡大は、米価
の暴落が生産者の経営を破たんさせているも
とで、さらなる下落や過剰をもたらすと述べ
ました。

■ ＢＲＴで討論
　また、平あや子議員は、本町６商店街振興組合が提出した「税金の
無駄遣いＢＲＴ計画の中止を求める」請願など、ＢＲＴ関連の請願・陳
情について、採択を求めて討論しました。
　しかし、同請願・陳情は自民系会派や公明党、民主などの反対で「不
採択」となりました。

■ 要支援の人のサービスを　「上限」で切り捨てるな
　渡辺有子議員は、新潟市が2017年度から始
める「新総合事業」について質問しました。
　「新総合事業」は、要支援１、２の認定を
受けた人へのホームヘルプサービスとデイ
サービスを保険給付からはずし、市町村事業
である地域支援事業に移行させるというも
の。国は、地域支援事業の給付費の伸び率に
上限（後期高齢者の伸び率）を設け、その範
囲内しか介護保険で認めないとしています。
　新潟市では、地域支援事業の給付費の伸び
率は 10．68％、毎年約２億2500万円の伸びで
すが、後期高齢者の伸び率は 2．23％であり、その結果、毎年１億
８千万円近くが切り捨てられることになります。
　渡辺有子議員は、これでは今まで通りのサービスが提供できなく
なると指摘。上限を超過した分は市が負担し、責任を果たすべきだ
と迫りました。

■ 介護報酬引き下げで事業所の「撤退」「縮小」も
　渡辺有子議員は、新潟市が介護事業所を対象に実施したアンケー
ト調査でも、新総合事業に移行したら「要支援者向けサービスから
撤退する」と回答した事業所が21あると指摘。新総合事業で報酬単
価が現行の７～８割に引き下げられれば、市内の事業所の「撤退」
「縮小」が予想されるとして、市としての対応策を求めました

■ 個人情報がもれる危険性
　倉茂政樹議員はマイナンバー制度が市民生活
に与える影響について質問しました。
　マイナンバーは税務分野と社会保障分野での
関係行政庁への民間からの提出書類に記載され
ます。つまり記載に備えてマイナンバーは民間
で収集保存され、いたるところで個人データ
ベースができることになります。また、民間で
の情報管理対策も十分とはいえないままです。
　倉茂政樹議員は、このような状況では官民問
わず、個人情報の漏えい事件の発生が懸念され、

この情報を利用した「なりすまし」の危険性が高まると指摘しました。

■ マイナンバーの記載なくても受けつけ、不利益はない
　また、倉茂政樹議員は質問の中で、「個人番号カード」は希望者に
発行するものであり、新潟市の各種の申請書にマイナンバー＝個人番
号の記載がなくても受け付け、記載しないことでの罰則はもちろん、
何の不利益も受けないことを市に確認しました。

ＴＰＰからの撤退を
大筋合意は国会決議違反

高
す
ぎ
る
国
民
健
康
保
険
料

戦
争
法
廃
止
へ
全
力

１
世
帯
１
万
円
の
引
き
下
げ
を意見書案提出・

賛 成 討 論 な ど

マイナンバーで市民生活は…

介護サービスの切り捨て行わず

平あや子議員


